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記者発表資料（令和４年８月３１日） 

令和４年市議会第３回定例会提出議案について 

 

１．議案第６号 令和４年度山武市一般会計補正予算（第５号） 

①補正概要 

一般会計補正予算（第５号）の予算規模は 2 億 5,487 万 5 千円の増額で   

補正後の予算額は、243 億 6,061 万 9 千円を予定しました。 

 

  ②主な事業 

・新型コロナウイルスワクチン接種事業【健康支援課 成人保健係】 

                       （補正額：2 億 1,780 万 8 千円） 

新型コロナウイルスワクチン接種（オミクロン株対応ワクチン接種）に係る

委託料等を計上します。 

 

・成東保健福祉センター施設管理事業【健康支援課 健康医療係】 

  （補正額：2,094 万 2 千円） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、成東保健福祉センターの 

トイレ洋式化等を実施するため、工事請負費等を計上します。 

 

・子育て世帯生活支援特別給付金支給事業【子育て支援課 児童福祉係】 

                          （補正額：535 万円） 

子育て世帯生活支援特別給付金について、ひとり親世帯以外の住民税非課税

世帯該当者が当初の見込みよりも多く、給付費に不足額が見込まれるため、給

付金を増額計上します。 

 

・その他 

人件費については、４月人事異動・昇格等による増減について精査しました。 

 

以上 
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

（単位：千円）

補正額 補正後予算額

254,875 24,360,619

歳入
款 項 目 節 部署 名称 補正前額 補正額 補正後額

分担金及び
負担金

負担金
衛生費
負担金

保健衛生費
負担金

健康支援課
健康医療係

養育医療費個人負担金
（こども医療費助成事業

振替分）
150 457 607

民生費
国庫負担金

社会福祉費
国庫負担金

高齢者福祉課
介護保険係

低所得者保険料軽減負担金 35,182 1,482 36,664

健康支援課
健康医療係

養育医療費国庫負担金 750 512 1,262

健康支援課
成人保健係

新型コロナウイルスワクチン
接種対策費国庫負担金

6,820 139,952 146,772

市民課
住民係

個人番号カード交付
事務費補助金

34,601 2,370 36,971

企画政策課
政策推進係

新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金

237,367 12,514 249,881

企画政策課
企画係

マイナポイント事業費補助金 5,574 5,742 11,316

子育て支援課
幼保こども園係

保育対策総合支援
事業費補助金

0 2,000 2,000

子育て支援課
児童福祉係

子育て世帯生活支援
特別給付金事業費補助金

46,900 5,350 52,250

子育て支援課
幼保こども園係

保育士等処遇改善
臨時特例交付金

11,174 139 11,313

衛生費
国庫補助金

保健衛生費
国庫補助金

健康支援課
成人保健係

新型コロナウイルスワクチン
接種体制確保事業費

国庫補助金
13,359 88,494 101,853

教育費
国庫補助金

小学校費
国庫補助金

施設整備課
施設整備係

学校施設環境改善交付金 12,301 △ 12,301 0

国庫
支出金

国庫
補助金

総務費
国庫補助金

総務管理費
国庫補助金

民生費
国庫補助金

児童福祉費
国庫補助金

　未熟児養育医療給付事業の財源として、国庫負担
金を増額計上します。（国１/２補助）

　成東保健福祉センタートイレ改修工事の財源とし
て、国庫補助金を増額計上します。

国庫
負担金

衛生費
国庫負担金

保健衛生費
国庫負担金

　新型コロナウイルスワクチンの接種体制確保（オミク
ロン株対応ワクチン接種）に係る費用の財源として、
国庫補助金を計上します。（全額国庫補助）

　保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業に係
る財源として、国庫補助金を計上します。（全額国庫
補助）

　公立こども園及び私立保育園の新型コロナウイルス
感染症対策に係る財源として、国庫補助金を計上しま
す。（１園あたり事業費50万円に対し１/２補助）

　新型コロナウイルスワクチン接種（オミクロン株対応
ワクチン接種）に係る費用の財源として、国庫負担金
を計上します。（全額国庫負担）
　個人番号カード交付事業の財源として、国庫補助金
を増額計上します。（全額国庫補助）

　マイナポイント事業に係る職員時間外勤務手当及び
会計年度任用職員人件費の財源として、国庫補助金
を増額計上します。（全額国庫補助）

(単位：千円）

補正概要

　低所得者保険料軽減負担金の精算に伴い追加交
付があったため、国負担分を増額計上します。（国１/
２補助）

　未熟児養育医療給付事業に係る養育医療費の個人
負担分について、こども医療費助成から振替えを行う
ため、負担金を増額計上します。

　山武北小学校空調設備改修工事を令和３年度国交
付金の前倒し交付決定により、繰越事業として実施す
ることに伴い予算が重複するため、国庫補助金を減
額計上します。

　子育て世帯生活支援特別給付金支給事業の財源と
して、国庫補助金を増額計上します。（全額国庫補助）

議案第６号　令和４年度山武市一般会計補正予算（第５号）

補正前予算額

24,105,744
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

歳入
款 項 目 節 部署 名称 補正前額 補正額 補正後額

(単位：千円）

補正概要

民生費
県負担金

社会福祉費
県負担金

高齢者福祉課
介護保険係

低所得者保険料軽減負担金 17,591 741 18,332

衛生費
県負担金

保健衛生費
県負担金

健康支援課
健康医療係

養育医療費県負担金 375 256 631

農林水産業費
県補助金

農業費
県補助金

農政課
農政係

経営開始資金 0 1,500 1,500

教育費
県補助金

学校教育費
県補助金

子ども教育課
指導室

心のバリアフリー教育
推進事業補助金

0 70 70

教育費
県補助金

幼稚園費
県費補助金

子育て支援課
幼保こども園係

教育支援体制
整備事業補助金

0 250 250

商工観光費
県補助金

観光費
県補助金

千葉県海岸漂着物
地域対策推進事業補助金

1,220 4,170 5,390

寄附金 寄附金
商工費
寄附金

観光費
寄附金

観光費寄附金 0 111 111

教育施設等整備
基金繰入金

教育施設等整備
基金繰入金

教育施設等整備基金繰入金 312,284 △ 59,279 253,005

公共施設整備
基金繰入金

公共施設整備
基金繰入金

公共施設整備基金繰入金 15,483 270 15,753

繰越金 繰越金 繰越金 繰越金 繰越金 209,898 74,634 284,532

国庫支出金
子育てのための施設等利用

給付交付金（過年度分）
0 94 94

県支出金
子育てのための施設等利用

給付費県費負担金（過年度分）
0 47 47

雑入 雑入
農政課
農政係

経営継承・発展等
支援事業補助金

0 1,000 1,000

小学校債
施設整備課
施設整備係

学校教育施設等整備事業債 45,600 △ 18,400 27,200

社会教育債 歴史民俗資料館 歴史民俗資料館改修事業債 14,300 2,700 17,000

合計 1,020,929 254,875 1,275,804

過年度収入

　山武北小学校空調設備改修工事を令和３年度国交
付金の前倒し交付決定により、繰越事業として実施す
ることに伴い予算が重複するため、基金繰入金を減
額計上します。

　歴史民俗資料館改修事業の財源として、歴史民俗
資料館改修事業債を増額計上します。

　経営継承・発展等支援事業に係る財源として、一般
社団法人全国農業会議所からの補助金を計上しま
す。（財源：国費、１/２補助）
　山武北小学校空調設備改修工事を令和３年度国交
付金の前倒し交付決定により、繰越事業として実施す
ることに伴い予算が重複するため、学校教育施設等
整備事業債を減額計上します。

　公立幼稚園の新型コロナウイルス感染症対策に係
る財源として、県補助金を計上します。（１園あたり事
業費50万円に対し１/２補助）
　県の交付決定額が当初予算計上額を上回ったた
め、県補助金を増額計上します。

子育て支援課
幼保こども園係

県補助金

　歴史民俗資料館改修事業の財源として、基金繰入
金を増額計上します。

　子育てのための施設等利用給付交付金の令和３年
度精算に伴う追加交付分を計上します。
　子育てのための施設等利用給付費県費負担金の令
和３年度精算に伴う追加交付分を計上します。雑入

市債 教育債

商工観光課
観光係

財政課
財政係

市債

繰入金 基金繰入金

　

　市内でドッグフェスティバルを開催した事業者から、
市の観光推進に役立ててほしいと、収益金の一部を
寄附していただいたため、寄附金を計上します。

　９月追加補正予算歳出総額254,875千円の歳入不
足分74,634千円に対し、繰越金を増額計上します。

　低所得者保険料軽減負担金の精算に伴い追加交
付があったため、県負担分を増額計上します。（県１/
４補助）
　未熟児養育医療給付事業の財源として、県負担金
を増額計上します。（県１/４補助）
　新規就農者育成総合対策に係る財源として、県補
助金を計上します。（全額県補助）
　心のバリアフリー教育推進事業の財源として、県補
助金を増額計上します。（全額県補助）

県負担金

県支出金

諸収入
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

歳出
款 目 部署 名称 補正前額 補正額 補正後額

議会費 議会費 議会職員人件費 43,892 △ 2,519 41,373

特別職人件費 29,995 27 30,022

総務一般職職員人件費 1,245,716 △ 102,935 1,142,781

総務一般職会計年度任用
職員人件費

29,332 1,022 30,354

職員係事務費 3,640 130 3,770

特別定額給付金給付事業 0 100 100

企業誘致促進事業 1,044 103 1,147

マイナンバーカード
普及促進事業人件費

0 2,238 2,238

税務総務費 税務職員人件費 182,677 643 183,320

賦課徴収費
収税課
収税係

市税等徴収事務事業 12,240 186 12,426

市民課
住民係

個人番号カード交付事業 8,843 2,370 11,213

戸籍住民基本台帳
職員人件費

75,294 6,827 82,121

戸籍住民基本台帳
会計年度任用職員人件費

35,691 3,504 39,195

選挙管理
委員会費

選挙職員人件費 5,626 161 5,787

統計調査
総務費

統計職員人件費 14,814 △ 904 13,910

社会福祉職員人件費 34,707 11,860 46,567

社会福祉会計年度任用
職員人件費

0 1,665 1,665

介護保険職員人件費 86,262 6,936 93,198

障がい福祉職員人件費 39,401 1,331 40,732

国民健康保険職員人件費 57,841 5,787 63,628

国民健康保険会計年度任用
職員人件費

10,914 1,470 12,384

項 補正概要

議会費

総務課
職員係

　九十九里沖洋上風力発電事業の誘致に向けて、先
進地視察を行うため、負担金を計上します。

総務課
職員係

徴税費 　来年度から市税納付書等への表示が一部義務化さ
れるQRコードについて、金融機関等での読み取りテ
ストを実施するため、印刷製本費を増額計上します。

総務費

総務管理費

一般管理費

　制度改正に伴い会計年度任用職員が10月から千葉
県市町村職員互助会に新規加入するため、負担金を
増額計上します。

企画費

企画政策課
企画係

　令和２年度に給付した特別定額給付金について、個
人からの返還金を国に返納するため、返還金を計上
します。

選挙費

統計調査費

社会福祉
総務費

戸籍住民基本台帳費
戸籍住民

基本台帳費

　各出張所で使用するマイナンバーカード用券面プリ
ンタを購入するため、備品購入費を計上します。（全
額国庫補助）

民生費 社会福祉費

総務課
職員係

(単位：千円）
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

歳出
款 目 部署 名称 補正前額 補正額 補正後額項 補正概要

(単位：千円）

国民年金費
総務課
職員係

国民年金職員人件費 11,822 △ 711 11,111

介護保険
事業費

高齢者福祉課
介護保険係

介護保険特別会計繰出金 784,979 2,487 787,466

児童福祉職員人件費 101,788 △ 9,199 92,589

児童福祉会計年度任用
職員人件費

109,306 938 110,244

子育て支援課
児童福祉係

子育て世帯生活支援
特別給付金支給事業

51,052 5,350 56,402

子ども教育課
指導室

学童保育運営事業 35,169 289 35,458

保育所費
子育て支援課
幼保こども園係

子ども・子育て支援給付事業
（保育所費）

414,579 2,952 417,531

こども園職員人件費 432,001 △ 11,951 420,050

こども園会計年度任用
職員人件費

288,894 3,750 292,644

こども園施設整備事業 15,437 3,191 18,628

こども園園児健康安全
管理事業

6,289 1,489 7,778

生活保護
総務費

生活保護職員人件費 35,883 △ 1,255 34,628

保健職員人件費 167,666 19,088 186,754

健康支援課
健康医療係

未熟児養育医療給付事業 1,654 1,482 3,136

健康支援課
成人保健係

新型コロナウイルスワクチン
接種事業

6,820 217,808 224,628

新型コロナウイルスワクチン
接種事業会計年度任用

職員人件費
1,231 1,740 2,971

新型コロナウイルスワクチン
接種事業職員人件費

12,128 8,898 21,026

　低所得者保険料軽減負担金等の令和３年度精算に
よる追加交付に伴い、繰出基準に基づき繰出金を増
額計上します。

児童福祉費

児童福祉
総務費

総務課
職員係

　成東学童クラブの屋外に設置してある足洗い場を手
洗い場に改修するため、工事請負費を増額計上しま
す。
　私立保育園の新型コロナウイルス感染症対策とし
て、１施設あたり50万円の補助を行うため、補助金を
増額計上します。（国１/２補助）
　子どものための教育・保育給付交付金（国）及び給
付費県費負担金（県）等について、令和３年度分の精
算による返還金が生じたため、返還金を計上します。

こども園費

総務課
職員係

子育て支援課
幼保こども園係

　なるとうこども園のサッシ修繕及び各園における小
規模修繕を実施するため、修繕料及び工事請負費を
増額計上します。
　国から新型コロナウイルス感染症対策として交付さ
れる補助金を活用し、消毒液等を購入するため、消耗
品費等を増額計上します。

　子育て世帯生活支援特別給付金について、ひとり親
世帯以外の住民税非課税世帯該当者が当初の見込
みよりも多く、給付費に不足額が見込まれるため、給
付金を増額計上します。

生活保護費
総務課
職員係

保健衛生
総務費 　未熟児養育医療費の増加により給付費に不足額が

見込まれるため、扶助費を増額計上します。

予防費

　新型コロナウイルスワクチン接種（オミクロン株対応
ワクチン接種）に係る委託料等を計上します。衛生費 保健衛生費

総務課
職員係

民生費

社会福祉費
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

歳出
款 目 部署 名称 補正前額 補正額 補正後額項 補正概要

(単位：千円）

保健センター
管理費

健康支援課
健康医療係

成東保健福祉センター
施設管理事業

5,811 20,942 26,753

清掃総務費
総務課
職員係

生活環境職員人件費 59,436 2,079 61,515

農業委員会費 農業委員会職員人件費 21,581 8,877 30,458

農業総務費 農業総務職員人件費 111,982 △ 6,984 104,998

農業振興費 地域農業経営支援事業 15,570 3,500 19,070

水田農業構造
改革対策費

経営所得安定対策推進事業 115,573 8,918 124,491

商工費 商工総務費
総務課
職員係

商工職員人件費 67,982 △ 6 67,976

土木総務費
総務課
職員係

土木管理職員人件費 119,367 △ 2,211 117,156

道路維持費
土木課
維持係

道路維持補修事業 299,872 71,001 370,873

都市計画
総務費

都市計画職員人件費 52,702 △ 1,974 50,728

住宅管理費 住宅職員人件費 7,707 8 7,715

消防費 非常備消防費 消防防災職員人件費 59,695 △ 1,229 58,466

教育長人件費 12,580 △ 738 11,842

学校教育職員人件費 246,624 △ 686 245,938

子ども教育課
指導室

心のバリアフリー教育
推進事業

0 70 70

学校管理費
総務課
職員係

小学校会計年度任用
職員人件費

101,664 8,973 110,637

学校建設費
施設整備課
施設整備係

小学校空調設備改修事業 89,980 △ 89,980 0

清掃費

衛生費
保健衛生費

農林水
産業費

農業費

農政課
農政係

　今年度から経営開始資金（全額県補助）及び経営継
承・発展等支援事業補助金（国１/２補助）が新たに制
度化されたため、補助金を計上します。
　水田利活用自給力向上事業補助金について、飼料
用米取組者の増加により不足額が見込まれるため、
補助金を増額計上します。

　新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、成
東保健福祉センターのトイレ洋式化等を実施するた
め、工事請負費等を計上します。

土木費

土木管理費

道路橋りょう費
　区からの要望及び市民からの通報等による道路等
の不具合箇所の修繕等を実施するため、工事請負費
等を増額計上します。

都市計画費

商工費

総務課
職員係

教育総務費 事務局費

教育費

　緑海小学校が今年度の地域拠点校に指定されたこ
とを受け、障がい者スポーツの体験会を実施するた
め、報償費等を計上します。（全額県補助）

小学校費
　山武北小学校空調設備改修工事について、令和４
年度当初予算に計上していたが、令和３年度国交付
金により前倒しで交付決定がされたことから、令和３
年度３月補正で予算計上し、繰越事業として実施する
ため、重複する工事請負費等を減額計上します。

総務課
職員係

住宅費

消防費
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

歳出
款 目 部署 名称 補正前額 補正額 補正後額項 補正概要

(単位：千円）

幼稚園職員人件費 50,247 △ 3,399 46,848

幼稚園会計年度任用
職員人件費

25,747 358 26,105

幼稚園園児健康安全
管理事業

718 228 946

幼稚園施設管理事業 3,398 1,287 4,685

社会教育
総務費

生涯学習職員人件費 32,457 △ 965 31,492

公民館費 公民館職員人件費 28,712 2,269 30,981

民俗資料館職員人件費 28,540 3,604 32,144

歴史民俗資料館 歴史民俗資料館改修事業 15,934 2,970 18,904

総務課
職員係

文化会館職員人件費 32,560 1,485 34,045

成東文化会館
のぎくプラザ

成東文化会館施設管理事業 37,754 486 38,240

図書館費 図書館職員人件費 49,043 622 49,665

さんぶの森公園職員人件費 33,544 9,864 43,408

運動公園
管理事務所

さんぶの森公園管理事業 29,802 174 29,976

保健体育
総務費

総務課
職員係

保健体育職員人件費 30,494 8,660 39,154

運動公園
管理事務所

松尾運動公園管理事業 6,783 463 7,246

成東総合
運動公園

成東総合運動公園
維持管理事業

16,038 2,472 18,510

運動公園
管理事務所

さんぶの森体育施設等
管理事業

10,074 3,993 14,067

文化会館費 　文化会館施設内の時計設備が故障し、施設内の時
刻表示に不具合が生じているため、工事請負費を計
上します。

総務課
職員係

さんぶの森
公園費

　さんぶの森公園作業員が成東総合運動公園及び松
尾運動公園に移動して作業を行う回数が増加したこと
により、ガソリン代に不足額が見込まれるため、燃料
費を増額計上します。

民俗資料館費 　資料館外壁の改修にあたり、資材価格等の高騰に
より工事費に不足額が見込まれるため、工事請負費
を増額計上します。

　使用実績による基本料金の上昇により電気使用料
に不足額が見込まれるため、光熱水費を増額計上し
ます。
　管理棟シャワー室配管の漏水修繕工事を実施する
ため、工事請負費等を増額計上します。
　樹木の根による詰まりが発生しているさんぶの森ふ
れあい公園管理棟の排水管敷設替工事及びテニス
コート人工芝の補修工事を実施するため、工事請負
費を増額計上します。

社会教育費

総務課
職員係

子育て支援課
幼保こども園係

　国から新型コロナウイルス感染症対策として交付さ
れる補助金を活用し、消毒液等を購入するため、消耗
品費等を増額計上します。
　日向幼稚園法面の竹が繁茂し倒木等の恐れがある
ことから、通園時等の安全を確保するため、委託料を
増額計上します。

保健体育費
体育施設費

幼稚園費 幼稚園費

総務課
職員係

教育費
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

歳出
款 目 部署 名称 補正前額 補正額 補正後額項 補正概要

(単位：千円）

体育施設費
蓮沼スポーツ

プラザ
蓮沼スポーツプラザ

施設改修事業
30,888 3,410 34,298

給食総務費
総務課
職員係

学校給食職員人件費 24,523 9,986 34,509

合計 6,270,009 254,875 6,524,884 　

　今年度実施予定のエレベーター改修工事について、
資材価格及び労務単価等の上昇により工事費に不足
額が見込まれるため、工事請負費を増額計上します。
　エレベーター関連工事作業員の全国的な人手不足
により、年度内の工事完了が見込めないため、繰越
明許を設定します。

保健体育費
教育費

学校給食費
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

第２表　　継続費補正
（変　更）

総　   額 年  　 度 年 割 額 総　   額 年  　 度 年 割 額
7 2 千円 千円 千円 千円

平成30年度 117,527 平成30年度 117,527

令和元年度 665,479 令和元年度 665,479

令和２年度 306,180 令和２年度 306,180

令和３年度 741,001 令和３年度 741,001

令和４年度 669,813 令和４年度 669,813

令和５年度 0

第３表　　繰越明許費補正
（追　加）

款 項 金　　　額
9 5 千円

教育費 社会教育費 18,400

6

保健体育費 20,460

第４表　　債務負担行為補正
（追　加）

期　　　間
千円

自　令和４年度
至　令和５年度

自　令和４年度
至　令和７年度

自　令和４年度
至　令和７年度

自　令和４年度
至　令和５年度

款 項 事　業　名
補　正　前 補　正　後

土木費 道路橋りょう費
松尾駅周辺排水
対策事業

2,500,000 2,500,000

図書館システム機器保守管理委託料 1,068

事　　業　　名

事                項 限　　　度　　　額

歴史民俗資料館改修事業

蓮沼スポーツプラザ施設改修事業

しらはたこども園及びなんごうこども園給食
調理業務委託料

127,431

高齢者世帯緊急通報装置貸与事業委託料 6,257

ちびっこ国際交流事業業務委託料 15,318
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

第５表　　地方債補正
（変　更）

限度額 起債の方法 利 　　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利 　 率 償還の方法
千円 千円

歴史民俗資料館
改修事業

14,300 17,000

学校教育施設等
整備事業

1,234,200 1,215,800

計 1,248,500 1,232,800

補正前
に同じ

起 債 の 目 的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

普通貸借
又　　は

証券発行

　年 5.0 %以内
（ただし、利率見
直し方式で借り
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）

　政府資金につ
いてはその融資
条件により、銀
行その他の場
合にはその債
権者と協定する
ものとする。
　ただし、市財
政の都合により
据置期間及び
償還期限を短
縮し、又は繰上
償還若しくは、
低利に借換えす
ることができる。

補正前
に同じ

補正前
に同じ
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

議案第７号　令和４年度山武市介護保険特別会計補正予算（第１号）

（単位：千円）

補正額 補正後予算額

58,852 5,153,852

歳入 単位：千円

項 目 節 所属 補正前額 補正額 補正後額

介護保険料
第1号被保険者

介護保険料
現年度分

介護保険料
1,062,703 △ 625 1,062,078

地域支援事業
交付金（包括的
支援事業及び

任意事業）

41,997 △ 1,046 40,951

介護保険事業費
補助金

0 44 44

県補助金

地域支援事業
交付金（包括的
支援事業及び

任意事業）

20,996 △ 523 20,473

地域支援包括的
支援事業等

繰入金
21,708 △ 523 21,185

その他一般会計
繰入金

その他
一般会計
繰入金

80,445 44 80,489

低所得者保険料
軽減繰入金

現年度分 70,364 2,966 73,330

繰越金 繰越金 繰越金 1 58,515 58,516

1,298,214 58,852 1,357,066

歳出 単位：千円

項 所属 補正前額 補正額 補正後額

総務管理費 12,767 88 12,855

包括的支援
事業等費

34,072 △ 2,717 31,355

基金積立金 42 6,165 6,207

償還金及び
還付加算金

1 55,316 55,317

46,882 58,852 105,734

介護保険料

高齢者
福祉課

介護保険係

現年度分
介護保険料

　包括的支援事業職員人件費の減額に伴い、減額計上しま
す。（介護保険料23％、国38.5％、県19.25％、一般会計
19.25％）

国庫支出金

繰越金 繰越金
　令和３年度決算額確定のため、繰越金を増額計上します。

国庫補助金

現年度分

包括的支援事業
及び任意事業

現年度分介護保険
事業費補助金

　介護報酬改定等に伴うシステム改修に係る財源として、国
庫補助金を計上します。（国１/２補助）

県支出金
包括的支援事業
及び任意事業

　包括的支援事業職員人件費の減額に伴い、減額計上しま
す。（介護保険料23％、国38.5％、県19.25％、一般会計
19.25％）

補正前予算額

5,095,000

款 名称 概要

繰入金
一般会計
繰入金

現年度分地域支援
包括的支援事業等

繰入金

その他一般会計
繰入金

　介護報酬改定等に伴うシステム改修に係る財源として、繰
入金を増額計上します。

低所得者保険料
軽減繰入金

　低所得者保険料軽減負担金（国１/２、県１/４、市１/４）の
精算に伴い、繰入金を増額計上します。

計

款 目 名称 概要

総務費 一般管理費

高齢者
福祉課

介護保険係

一般管理費
　介護報酬改定等に伴うシステム改修を実施するため、委託
料を計上します。

地域支援
事業費

地域包括支援センター
運営事業費

包括的支援事業
職員人件費

基金積立金
介護給付費準備

基金積立金
介護給付費

準備基金事業

　令和３年度繰越金及び低所得者保険料軽減負担金の追加
交付額等の合計額から、償還金等を差引いた金額を介護給
付費準備基金に積み立てるため、基金積立金を増額計上し
ます。

諸支出金 償還金 償還金
　令和３年度決算額の確定により、国・県に返還が生じたた
め、償還金を増額計上します。

計
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

第２表　　債務負担行為補正
（追　加）

事                項 期　　　間 限        度        額
千円

山武地域包括支援センター委託料
自　令和４年度
至　令和９年度

120,280

高齢者の家庭内事故等への対応委託
料

自　令和４年度
至　令和５年度

8,594
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記者発表資料（令和４年８月３１日）

会計 予算額 決算額
予算額に対する

比較増減
予算額に対する
決算額の比較

29,069,213,156 27,516,764,273 △ 1,552,448,883 94.66%

一般会計 29,069,213,156 26,075,555,788 △ 2,993,657,368 89.70%

1,441,208,485

6,578,316,000 6,575,090,077 △ 3,225,923 99.95%

6,578,316,000 6,488,050,885 △ 90,265,115 98.63%

87,039,192

82,422,000 85,572,587 3,150,587 103.82%

82,422,000 77,626,979 △ 4,795,021 94.18%

7,945,608

617,700,000 615,320,238 △ 2,379,762 99.61%

後期高齢者医療特別会計 617,700,000 613,644,238 △ 4,055,762 99.34%

1,676,000

5,076,078,000 5,038,454,299 △ 37,623,701 99.26%

介護保険特別会計 5,076,078,000 4,979,937,815 △ 96,140,185 98.11%

58,516,484

61,881,000 61,232,287 △ 648,713 98.95%

61,881,000 61,232,287 △ 648,713 98.95%

0

372,112,000 186,109,591 △ 186,002,409 50.01%

372,112,000 186,109,591 △ 186,002,409 50.01%

0

277,746,000 276,691,398 △ 1,054,602 99.62%

農業集落排水事業特別会計 277,746,000 274,319,416 △ 3,426,584 98.77%

2,371,982

42,135,468,156 40,355,234,750 △ 1,780,233,406 95.77%

合計 42,135,468,156 38,756,476,999 △ 3,378,991,157 91.98%

1,598,757,751

収入 362,893,000 361,930,842 △ 962,158 99.73%

支出 348,826,000 336,525,577 △ 12,300,423 96.47%

収入 6,270,000 4,851,000 △ 1,419,000 77.37%

支出 206,427,000 205,739,071 △ 687,929 99.67%

(消費税及び地方消費税込表示）

歳入

歳出

差引残高

差引残高

歳出

差引残高

歳入

歳出

議案第８号～第１５号　令和３年度山武市会計別決算総括表

区分

歳入

歳出

差引残高

水道事業会計

歳入

歳出

差引残高

歳入

収益的収入
及び支出

資本的収入
及び支出

歳入

歳出

差引残高

歳入

歳出

差引残高

歳入

差引残高

国民健康保険特別会計
（事業勘定）

国民健康保険特別会計
（直営診療施設勘定）

組合立国保成東病院事業
清算事務特別会計

地方独立行政法人さんむ医療センター
公債管理特別会計

(単位：円、％)

歳入

歳出

差引残高

歳出
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記者発表資料（令和４年８月３１日） 

 

令和３年度一般会計決算の概要について 

 令和３年度一般会計の決算の状況は、歳入決算額 275 億 1,676 万 4 千円、歳出

決算額 260 億 7,555 万 6 千円となり、歳入歳出差引額は 14 億 4,120 万 8 千円

となりました。 

この歳入歳出差引額のうち翌年度へ繰越すべき財源が 2 億 9,253万 7 千円ありま

すので、実質収支額は 11 億 4,867 万 1 千円となりました。 

 この実質収支額のうち 7 億円を財政調整基金へ積み立て、残りの 4 億 4,867 万  

1 千円を翌年度に繰り越して決算を終了いたしました。 

 

１ 歳入決算の状況 

歳入決算額 275 億 1,676 万 4 千円は、前年度（令和２年度）の歳入決算額 

319 億 9,129 万 1 千円と比べ 44 億 7,452 万 7 千円（14.0％）の減額となりま

した。 

２ 歳出決算の状況 

歳出決算額 260 億 7,555 万 6 千円は、前年度（令和２年度）の歳出決算額 

306 億 3,843 万 2 千円と比べ 45 億 6,287 万 6 千円（14.9％）の減額となりま

した。 

３ 主な増減理由 

前年度（令和２年度）に、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている家計へ

の支援として特別定額給付金の給付や、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金を財源として、感染拡大防止対策及び緊急経済対策を行ったことが減額の主な

要因です。 

 

令和３年度 一般会計決算収支の状況              （単位：千円、％） 

区分 令和３年度 令和２年度 比較 増減率 

歳入総額 27,516,764 31,991,291 △4,474,527 △14.0 

歳出総額 26,075,556 30,638,432 △4,562,876 △14.9 

歳入歳出差引額 1,441,208 1,352,859 88,349 6.5 

翌年度に繰り越すべき財源 292,537 453,402 △160,865 △35.5 

実質収支 1,148,671 899,457 249,214 27.7 

 

４ 実質収支 

  令和３年度の一般会計決算における実質収支は、11 億 4,867 万 1 千円の黒字と

なりました。 

５ 経常収支比率 

  経常収支比率（普通会計ベース）については、前年度比で 3.2 ポイント減となる

89.4％となりました。 
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令和３年度決算に基づく健全化判断比率等について 

 

１ 健全化判断比率 

令和３年度決算に基づき「健全化判断比率」を算定したところ、下表のとおりいず

れの指標においても、「財政健全化団体」となる早期健全化基準（※１）を下回りま

した。                             （単位：％） 

区分 
山武市の比率 早期健全化 

基準 ※１ 

財政再生 

基準 ※２ 令和３年度 令和２年度 

実質赤字比率 なし なし 12.82 20.0 

連結実質赤字比率 なし なし 17.82 30.0 

実質公債費比率 6.6 7.9 25.0 35.0 

将来負担比率 なし なし 350.0 基準なし 

 

２ 資金不足比率 

公営企業会計における「資金不足比率」は、令和３年度決算において資金不足を生

じた公営企業会計はありません。                 （単位：％） 

区分 
山武市の比率 経営健全化基準 

※３ 令和３年度 令和２年度 

農業集落排水事業 なし なし 
20.0 

水道事業 なし なし 

 

※１ 早期健全化基準とは 

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合は「財政健全化団体」とな

り、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政健全化計画を策定し、

自主的な財政健全化に取り組むことが求められます。 

また、計画の実施状況によっては総務大臣から勧告を受けることになるなど、行財

政運営に一定の制約がかかります。 

※２ 財政再生基準とは 

健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上の場合は「財政再生団体」となり、

国の関与による確実な財政の再生を図るために財政再生計画を策定し、厳しい歳出削

減と歳入の確保に取り組むことになります。 

  なお、「財政再生団体」は、財政再生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなけ

れば、災害復旧事業等を除き、地方債を起こすことができません。 

※３ 経営健全化基準とは 

  公営企業の経営健全化を図るべき基準として資金不足比率がこの基準以上となっ

た場合は、経営健全化計画を定めなければならないこととされています。 
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